（別紙）（作成：全国農業会議所）
平成２４年７月
農地制度実施円滑化事業費補助金（農業委員会）の主な補助対象経費について
	    　   項　　目
	              主な補助対象経費
	

	１．農地法に基づく事務の
適正実施のための支援
２．農地の有効利用を図る
ための支援
	・利用状況調査調査員旅費
・利用状況調査調査員手当
・現地調査員の手当及び旅費（農地法第３条第２項第
　７号に係る調査）
・別段面積設定のための調査や打合せ資料費
・消耗品費（１件あたり３万円未満）
・通信運搬費（遊休農地通知ハガキ代等）
・雑役務費（農地基本台帳システム改良）
・利用状況調査結果取りまとめや賃借料情報の収集・
　入力、農地基本台帳の追加項目入力等を行う事務補
　助員賃金
・その他の経費（事務補助員の雇用に伴う社会保険料
　等の事業主負担分等）　　等
・農地相談員手当
・農地集積等のための集落座談会会場借料
・農地集積等のためのアンケート費用
・農地利用調整のための農業委員等の手当
・研修会会場借料
・研修会会議費
・研修会講師謝金・旅費
・研修会職員等出席旅費※
・印刷製本費
・通信運搬費
・消耗品費（１件あたり３万円未満）
・議事録作成経費（雑役務費）
・農地基本台帳の地図化にかかる費用
・その他の経費（農地相談員の雇用に伴う社会保険料
等の事業主負担分、研修会で使用するリーフレット及
び資料作成のために事務局が使用する全国農業図書の
購入費、農地集積等のための農家訪問時に使用する説
明資料（チラシ）購入費等）　等
※都道府県農業会議や全国農業会議所が主催する研修
会への農業委員会職員・農業委員の出席旅費
	


○アンダーラインが今回追加記入した項目。
○上記の補助対象経費については主なもので、これ以外でも農業委員会が農地法に基づく事務の適正実施のために必要や経費や、農地の有効利用を図るために必要な経費は支出できるので留意すること。
